
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ○ 対象 ● 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 5,636,411 6,425,581 6,090,129 6,355,161

事業費

の内訳

令和3年度決算

○難病患者等地域支援対策推進事業　１９，２５６千円（保健師報酬１８，１５７千円、事業委託料
８８７千円、その他２１２千円）
○難病患者等地域啓発事業　７２２千円（委託料４００千円、ガイドブック作成費３２２千円）
○その他５，９３９，７３０千円（特定医療費　５，９２６，５０４千円、システム保守委託料１２，７３８
千円、ホームペルパー養成研修４８８千円等）

令和4年度予算

○難病患者等地域支援対策推進事業　１８，３９６千円（保健師報酬１７，１０４千円、事業委託料
８８７千円、その他４０５千円）
○難病患者等地域啓発事業　９３７千円（委託料４００千円、ガイドブック作成費５３７千円）
○その他５，９３９，７３０千円（特定医療費　６，１６７，９３２千円、システム保守委託料１３，４７８
千円、ホームペルパー養成研修４８９千円等）

人工 0.0 0.0 0.0 7.0

人件費 0 0 0 50,400

事業費 5,636,411 6,425,581 6,090,129 6,304,761

うち特定財源 2,835,969 3,156,551 2,843,131 3,094,702

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

平成２７年１月施行「難病の患者に対する医療等に関する法律」

他都市の状況

政令市では全て実施

実施結果

１　難病患者等地域支援対策推進事業（在宅療養支援計画策定・評価事業２４回実施。面接相談数３，３２４件、訪
問相談数１４７件実施。医療相談会はオンラインで４回実施、１４９人参加。）
２　難病患者等地域啓発事業（難病ガイドブック６，０００部発行。呼吸リハビリ教室はオンラインで２回実施、１１３
人参加。
３　難病患者等ホームヘルパー養成研修（研修会の実施、養成数３０名）
４　特定医療費支給認定等事務（認定患者数２３，５３８人）

事業実施における
工夫点

平成27年1月に施行された「難病の患者に対する医療等に関する法律」に基づき、より効果的な事業を実施し、難
病対策を充実させることを目指す。

対象者 難病患者及びその家族と一般市民 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

難病患者等が保健・医療・福祉の総合的な相談や、在宅療養の適切な支援を受けることができる。
患者の経済的負担の軽減を目的とし、特定医療費支給認定事務を円滑に行う。

長期

札幌市の実情に応じた難病患者に対する良質かつ適切な医療の確保及び療養生活の質の向上が図られる。

取組内容

１　難病等患者に対する良質かつ適切な医療の確保及び療養生活の質の向上を図るため、在宅療養支援計画策
定・評価事業などの各事業を実施する。
２　平成30年度から北海道より事務権限が移譲（大都市特例）された特定医療費の支給認定等事務（以下、「権限
移譲事務」）を円滑に行う。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

● 改善 ○ 現状維持 ○ 休止・廃止

● 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
難病患者や家族のニーズを踏まえ事業を実施できていることや、権限移譲事務を着実に行えているため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

コロナ禍を踏まえた事業手法の工夫や、より効率的な事務手法の改善等を行う。

予算
受給者数の増加に伴い扶助費（医療費）が増加するため。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

コロナ禍による事業効果の低減を最小限に抑えるため、各種事業の実施方法等の工夫が必要。
また、平成３０年度より開始している権限移譲事務についても、これまでの実績を踏まえ、より効率的に実施
できる事務手法の改善等が必要。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

医療相談事業など、事業の一部を北海道難病連札幌支部に委託していることで、難病患者・家族
のニーズに則した効果的な事業展開ができている。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

○北海道難病連札幌支部に委託している事業においては、患者・家族のニーズに則した内容とな
るよう情報共有を図っている。
○面接相談事業においては、難病に関する医療費助成の新規申請者全員を対象としており、対
象者の潜在的なニーズに対応する内容としている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

○難病に関する新規医療費助成申請者に保健師による面接相談を実施し、保健・医療・福祉に
関する総合的な相談に応じた。
○医療相談事業では、希少性難病をテーマの中に取り上げることで、より情報や交流を求める患
者・家族のニーズに対応した。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

本事業は法令や国の規定に基づき、適切な規模で事業を実施できている。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

3,324 3000

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

30

活動指標２

指標名 難病患者等面接相談件数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

2,920 3,000

活動指標１

指標名 難病患者等在宅療養支援計画策定・評価事業の実施件数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

17 30 24


